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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ライフサイクルアセスメントを行なうためのインベントリについて原単位データを記録
した第１データ記憶手段と、
　各インベントリに対応して、素材の量を計算する場合の含有量として用いる品位と、リ
サイクル割合とに関する付加情報を記録した第２データ記憶手段と、
　インパクト評価の分類に対応した原材料・素材分類において環境負荷量の金額換算した
被害算定型係数を記録した被害額データ記憶手段とに接続され、
　インパクト評価を行なうために補正された補正原単位データを、原材料・素材分類毎に
記録する第３データ記憶手段、制御手段及び入力部を備えた環境負荷を評価するための環
境負荷評価システムの動作方法であって、
　前記制御手段が、
　前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリに対応する品位及びリサイクル割合
を前記第２データ記憶手段において特定し、
　前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリの原単位から、このインベントリの
リサイクル割合を除いた素材の量を算出し、この素材の量に対して、前記第２データ記憶
手段において特定した品位を乗算して第２原単位を算出し、
　前記第２原単位を補正原単位データとして前記第３データ記憶手段に記録し、
　前記入力部から入力された評価対象のインベントリについて、前記第３データ記憶手段
に記録された補正原単位データを取得することにより、インベントリ分析結果を算出し、



(2) JP 4861020 B2 2012.1.25

10

20

30

40

50

　前記インベントリ分析結果に、原材料・素材分類に対応する前記被害額データ記憶手段
に記録された被害算定型係数を乗算することにより、金銭表示による単一指標化によって
インパクト評価の結果を出力することを特徴とする環境負荷評価システムの動作方法。
【請求項２】
　ライフサイクルアセスメントを行なうためのインベントリについて原単位データを記録
した第１データ記憶手段と、
　各インベントリに対応して、素材の量を計算する場合の含有量として用いる品位と、リ
サイクル割合とに関する付加情報を記録した第２データ記憶手段と、
　インパクト評価の分類に対応した原材料・素材分類において環境負荷量の金額換算した
被害算定型係数を記録した被害額データ記憶手段とに接続され、
　インパクト評価を行なうために補正された補正原単位データを、原材料・素材分類毎に
記録する第３データ記憶手段、制御手段及び入力部を備え、環境負荷を評価するための環
境負荷評価システムであって、
　前記制御手段が、
　前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリに対応する品位及びリサイクル割合
を前記第２データ記憶手段において特定する手段と、
　前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリの原単位から、このインベントリの
リサイクル割合を除いた素材の量を算出し、この素材の量に対して、前記第２データ記憶
手段において特定した品位を乗算して第２原単位を算出する手段と、
　前記第２原単位を補正原単位データとして前記第３データ記憶手段に記録する手段と、
　前記入力部から入力された評価対象のインベントリについて、前記第３データ記憶手段
に記録された補正原単位データを取得することにより、インベントリ分析結果を算出する
手段と、
　前記インベントリ分析結果に、原材料・素材分類に対応する前記被害額データ記憶手段
に記録された被害算定型係数を乗算することにより、金銭表示による単一指標化によって
インパクト評価の結果を出力する手段とを備えたことを特徴とする環境負荷評価システム
。
【請求項３】
　ライフサイクルアセスメントを行なうためのインベントリについて原単位データを記録
した第１データ記憶手段と、
　各インベントリに対応して、素材の量を計算する場合の含有量として用いる品位と、リ
サイクル割合とに関する付加情報を記録した第２データ記憶手段と、
　インパクト評価の分類に対応した原材料・素材分類において環境負荷量の金額換算した
被害算定型係数を記録した被害額データ記憶手段とに接続され、
　インパクト評価を行なうために補正された補正原単位データを、原材料・素材分類毎に
記録する第３データ記憶手段、制御手段及び入力部を備えた環境負荷を評価するための環
境負荷評価システムにおいて、
　前記制御手段を、
　前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリに対応する品位及びリサイクル割合
を前記第２データ記憶手段において特定する手段、
　前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリの原単位から、このインベントリの
リサイクル割合を除いた素材の量を算出し、この素材の量に対して、前記第２データ記憶
手段において特定した品位を乗算して第２原単位を算出する手段、
　前記第２原単位を補正原単位データとして前記第３データ記憶手段に記録する手段、
　前記入力部から入力された評価対象のインベントリについて、前記第３データ記憶手段
に記録された補正原単位データを取得することにより、インベントリ分析結果を算出する
手段、及び
　前記インベントリ分析結果に、原材料・素材分類に対応する前記被害額データ記憶手段
に記録された被害算定型係数を乗算することにより、金銭表示による単一指標化によって
インパクト評価の結果を出力する手段として機能させることを特徴とする環境負荷評価プ
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ログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、環境に対する負荷を評価するための技術に関し、特に、効率的なライフサイ
クルアセスメントの実施に好適な環境負荷評価システムの動作方法、環境負荷評価システ
ム及び環境負荷評価プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　製品の環境負荷を評価する方法として、ＬＣＡ（Life Cycle Assessment ：ライフサイ
クルアセスメント）が知られている。ＬＣＡでは、製品のライフサイクル（製造から廃棄
まで）全体での環境負荷を定量的に示すことで、製品の環境性能を客観的に評価する。こ
のようなＬＣＡを実施する上で、事業活動全体で発生する環境負荷を、より正確に分析す
るための処理を実行するための技術が検討されている（例えば、特許文献１を参照。）。
【０００３】
　製品の製造者の視点では、製品のライフサイクルを、「前工程」、「製造工程」、「流
通（販売）工程」、「使用工程」、「保守工程」、「回収・リサイクル工程」、「廃棄工
程」、などの段階に分けることができる。そして、ＬＣＡを実施するには、これらの各段
階での環境負荷情報を収集する必要がある。そして、理想的なＬＣＡを実施するためには
、各段階から正確な環境負荷情報を不足なく収集することが望まれる。
【０００４】
　一方、種々の物品を分類分けして環境負荷原単位を示した、いわゆる「ＬＣＩデータ」
（LCI: Life Cycle Inventory 「ライフサイクルインベントリ」）の構築が各方面で進ん
でいる。すなわち、種々の物品についての環境負荷を示す代表値を入手できる環境が整い
つつある。したがって、これらのＬＣＩデータ（原単位データ）を利用することで、他者
が製造した部品についての環境負荷情報も取得することができる。
【０００５】
　この場合、製造者側では、製品に用いられる部品についてのＬＣＩデータを取得するこ
とで、調達段階の環境負荷を把握することができる。そして、製品に用いられる部品を選
定するのは製品の設計段階であるので、設計時の部品選定に基づいて、環境負荷情報を取
得すれば、調達段階の環境負荷情報を設計時点で得ることができる。このようにすれば、
完成品を遡って調査するよりも、効率的に環境負荷情報を取得することができるものと考
えられる。
【０００６】
　更に、部品の設計の段階においても環境負荷情報を考慮することが大切である。そこで
、ＬＣＡに必要な情報を効率的に取得することができる環境負荷評価システム技術も検討
されている（特許文献２を参照。）。この文献記載の技術では、製品の設計をおこなうた
めの設計支援装置は、データベースに部品情報、ＬＣＩデータ、分類情報を蓄積する。設
計支援装置は、ＣＡＤ画面上で選定された部品を特定すると、部品情報上での当該部品の
分類を特定する。設計支援装置はさらに、分類情報に基づいて、特定された分類に対応す
るＬＣＩデータ上の分類を特定し、当該分類に規定されているＬＣＩデータを取得する。
設計支援装置は、取得したＬＣＩデータを、当該製品の調達段階での環境負荷情報として
、通信ネットワークを介してＬＣＡ装置に送信する。ＬＣＡ装置は、各部門端末から環境
負荷情報を収集し、ＬＣＡを実施する。
【特許文献１】特開２００３－９９５２１号公報（第１頁）
【特許文献２】特開２００５－３３２００６号公報（第１頁）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　これまで、二酸化炭素（ＣＯ2 ）、窒素酸化物（ＮＯx ）及び硫黄酸化物（ＳＯx ）を
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対象としたＬＣＩ分析（Life Cycle Inventory Analysis ）を実施していることが多い。
しかし、それだけでは十分ではなく、資源枯渇や化学物質の排出についても評価を行なう
ことが重要である。通常、ＬＣＩ原単位を整理する際は、ＬＣＩＡ（Life Cycle Impact 
Assessment）を実施するところまで意識されておらず、データ提供者が示す形のままで整
理・公開してしまっている場合が多い。
【０００８】
　一方、最近では日本を対象とするインパクト評価手法としてＬＩＭＥ（Life Cycle Imp
act Assessment Method based on Endpoint Modeling）が開発され、製品の環境影響評価
に利用されつつある。このＬＩＭＥは日本版の被害算定型環境影響評価手法である。ＬＩ
ＭＥによる環境影響の評価は、以下の手順により行なわれる。
・運命分析：環境負荷物質の発生による大気、水などの環境媒体中の濃度変化の分析。
・暴露分析：環境媒体中における環境負荷物質の濃度の変化によって、人間などのレセプ
タによる暴露量の変化についての分析。
・被害分析：暴露量の増加によるレセプタの潜在的被害量の変化を被害態様ごとの評価。
・影響分析共通するエンドポイント（例えば人間健康）毎にそれぞれの被害量を集約。
・統合化：最後にエンドポイント間の重要度を適用させることで環境影響の統合化指標を
取得。
【０００９】
　そして、ＬＣＡの枠組みとしては、図８に示すように、目的と範囲の設定（Ｓ１）、イ
ンベントリ分析（Ｓ２）、インパクト評価（Ｓ３）、結果の解釈（Ｓ４）、報告（Ｓ５）
、クリティカルレビュー（Ｓ６）が行なわれる。この報告が製品展開等に応用されること
になる。
【００１０】
　ところが、ＬＣＩ原単位の考え方と、ＬＣＩＡ手法で準備された係数とが一致しないた
め、このままで使えない場合が多い。従って、ＬＣＩ原単位のユーザにとって利用が難し
くなっている場合がある。
【００１１】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであり、その目的は、正確な環境負
荷を計算するためのＬＣＩ原単位を提供することができる環境負荷評価価システムの動作
方法、環境負荷評価システム及び環境負荷評価プログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記問題点を解決するために、請求項１に記載の発明は、ライフサイクルアセスメント
を行なうためのインベントリについて原単位データを記録した第１データ記憶手段と、各
インベントリに対応して、素材の量を計算する場合の含有量として用いる品位と、リサイ
クル割合とに関する付加情報を記録した第２データ記憶手段と、インパクト評価の分類に
対応した原材料・素材分類において環境負荷量の金額換算した被害算定型係数を記録した
被害額データ記憶手段とに接続され、インパクト評価を行なうために補正された補正原単
位データを、原材料・素材分類毎に記録する第３データ記憶手段、制御手段及び入力部を
備えた環境負荷を評価するための環境負荷評価システムの動作方法であって、前記制御手
段が、前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリに対応する品位及びリサイクル
割合を前記第２データ記憶手段において特定し、前記第１データ記憶手段に記録されたイ
ンベントリの原単位から、このインベントリのリサイクル割合を除いた素材の量を算出し
、この素材の量に対して、前記第２データ記憶手段において特定した品位を乗算して第２
原単位を算出し、前記第２原単位を補正原単位データとして前記第３データ記憶手段に記
録し、前記入力部から入力された評価対象のインベントリについて、前記第３データ記憶
手段に記録された補正原単位データを取得することにより、インベントリ分析結果を算出
し、前記インベントリ分析結果に、原材料・素材分類に対応する前記被害額データ記憶手
段に記録された被害算定型係数を乗算することにより、金銭表示による単一指標化によっ
てインパクト評価の結果を出力することを要旨とする。
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【００１４】
　請求項２に記載の発明は、ライフサイクルアセスメントを行なうためのインベントリに
ついて原単位データを記録した第１データ記憶手段と、各インベントリに対応して、素材
の量を計算する場合の含有量として用いる品位と、リサイクル割合とに関する付加情報を
記録した第２データ記憶手段と、インパクト評価の分類に対応した原材料・素材分類にお
いて環境負荷量の金額換算した被害算定型係数を記録した被害額データ記憶手段とに接続
され、インパクト評価を行なうために補正された補正原単位データを、原材料・素材分類
毎に記録する第３データ記憶手段、制御手段及び入力部を備え、環境負荷を評価するため
の環境負荷評価システムであって、前記制御手段が、前記第１データ記憶手段に記録され
たインベントリに対応する品位及びリサイクル割合を前記第２データ記憶手段において特
定する手段と、前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリの原単位から、このイ
ンベントリのリサイクル割合を除いた素材の量を算出し、この素材の量に対して、前記第
２データ記憶手段において特定した品位を乗算して第２原単位を算出する手段と、前記第
２原単位を補正原単位データとして前記第３データ記憶手段に記録する手段と、前記入力
部から入力された評価対象のインベントリについて、前記第３データ記憶手段に記録され
た補正原単位データを取得することにより、インベントリ分析結果を算出する手段と、前
記インベントリ分析結果に、原材料・素材分類に対応する前記被害額データ記憶手段に記
録された被害算定型係数を乗算することにより、金銭表示による単一指標化によってイン
パクト評価の結果を出力する手段とを備えたことを要旨とする。
【００１６】
　請求項３に記載の発明は、ライフサイクルアセスメントを行なうためのインベントリに
ついて原単位データを記録した第１データ記憶手段と、各インベントリに対応して、素材
の量を計算する場合の含有量として用いる品位と、リサイクル割合とに関する付加情報を
記録した第２データ記憶手段と、インパクト評価の分類に対応した原材料・素材分類にお
いて環境負荷量の金額換算した被害算定型係数を記録した被害額データ記憶手段とに接続
され、インパクト評価を行なうために補正された補正原単位データを、原材料・素材分類
毎に記録する第３データ記憶手段、制御手段及び入力部を備えた環境負荷を評価するため
の環境負荷評価システムにおいて、前記制御手段を、前記第１データ記憶手段に記録され
たインベントリに対応する品位及びリサイクル割合を前記第２データ記憶手段において特
定する手段、前記第１データ記憶手段に記録されたインベントリの原単位から、このイン
ベントリのリサイクル割合を除いた素材の量を算出し、この素材の量に対して、前記第２
データ記憶手段において特定した品位を乗算して第２原単位を算出する手段、前記第２原
単位を補正原単位データとして前記第３データ記憶手段に記録する手段、前記入力部から
入力された評価対象のインベントリについて、前記第３データ記憶手段に記録された補正
原単位データを取得することにより、インベントリ分析結果を算出する手段、及び前記イ
ンベントリ分析結果に、原材料・素材分類に対応する前記被害額データ記憶手段に記録さ
れた被害算定型係数を乗算することにより、金銭表示による単一指標化によってインパク
ト評価の結果を出力する手段として機能させることを要旨とする。
【００１８】
　（作用）
　本発明によれば、ライフサイクルアセスメントを行なうためのインベントリについて原
単位データを記録した第１データ記憶手段と、評価対象毎に品位とリサイクル割合に関す
る付加情報を記録した第２データ記憶手段とを用いる。更に、インパクト評価を行なうた
めに補正された補正原単位データを記録する第３データ記憶手段と制御手段とを用いる。
この制御手段が、第１データ記憶手段に記録されたインベントリに対して、第２データ記
憶手段に記録されたリサイクル割合を除いた素材量を算出する。そして、素材量に対して
、第１データ記憶手段に記録された原単位データを適用して第１原単位を算出する。次に
、第１原単位に対して、第２データ記憶手段に記録された品位を乗算して第２原単位を算
出し、この第２原単位を補正原単位データとして第３データ記憶手段に記録する。これに
より、第３データ記憶手段には、ＬＣＩＡを意識した項目で、ＬＣＩ原単位を整理された
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データが記録される。現在、ＬＣＩＡ手法として、スウェーデンのＥＰＳ（Environment 
Priority Strategies for Product Design）や日本のＬＩＭＥ（Life Cycle Impact Asse
ssment Method based on Endpoint Modeling）といったものがある。それらの手法では、
金属資源の枯渇に対する係数は、純粋な金属元素の投入量に対して整備されている。従っ
て、品位やリサイクルを考慮した補正原単位データを用いて、ＬＣＩＡ手法の思想にマッ
チしたＬＣＩ原単位を取得することができる。そして、素材を製造する際に投入される、
純粋な金属元素の投入量を算出することができる。
【００１９】
　本発明によれば、補正原単位データを用いて、効率的かつ的確にインパクト評価を行な
うことができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、製品において使用される部品についての環境負荷を示す原単位情報を
、鉱石の品位、新地金の投入量、リサイクル材の含有量を考慮して製品のＬＣＡに用いる
ので、正確で十分な環境負荷情報を確実かつ容易に取得することができる。従って、より
正確なＬＣＡの実施に資することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明を具体化した一実施形態を、図１～７に従って説明する。本実施形態では
、環境負荷評価システムとして図１に示す環境負荷評価装置２０を用いてＬＣＡ（Life C
ycle Assessment ：ライフサイクルアセスメント）を行なう。ここでは、例えば、この事
業体において製造する製品についてのＬＣＡを実施する場合を例にして説明する。すなわ
ち、製品のライフサイクルにおける各段階（「ライフサイクルステージ」）の環境負荷情
報を取得して、ライフサイクル全体での環境負荷を算出して評価する。この場合には、環
境負荷評価装置２０は、対象とする製品についての各ライフサイクルステージを統括する
部門に設置される。そして、ユーザの入力に基づいてＬＣＡを行なう。なお、本環境負荷
評価を実施するステージは限定されるものではない。
【００２２】
　更に、環境負荷評価装置２０は、制御手段としての制御部２１、入力部３１や出力部３
２を備える。
　この制御部２１は、図示しないＣＰＵ（Central Processing Unit ）等の制御手段、Ｒ
ＡＭ（Random Access Memory）及びＲＯＭ（Read Only Memory）等のメモリを備える。そ
して、制御部２１は、後述する処理（リサイクル割合を除いた素材量の算出段階、第１原
単位の算出段階、第２原単位の算出段階、補正原単位データの記録段階、インパクト評価
結果出力段階等を含む処理）を行なう。このための環境負荷評価プログラムを実行するこ
とにより、制御部２１は、リサイクル割合を除いた素材量の算出手段、第１原単位の算出
手段、第２原単位の算出手段、補正原単位データの記録手段、インパクト評価結果出力手
段等として機能する。
【００２３】
　入力部３１は、例えば、キーボードやポインティング・デバイスなどの所定の入力手段
から構成され、ユーザが入力した指示などを制御部２１に供給する。出力部３２は、例え
ば、ディスプレイ装置やプリンタなどの出力手段から構成され、制御部２１の処理結果な
どを必要に応じて出力する。
【００２４】
　更に、この環境負荷評価装置２０は、イベントリ分析用ＤＢ２２、付加情報ＤＢ２３、
補正イベントリ分析用ＤＢ２４及びインパクト評価用ＤＢ２６を備える。
　また、イベントリ分析用ＤＢ２２は第１データ記憶手段として機能し、原単位データを
記録する。具体的には、イベントリ分析用ＤＢ２２には、図２に示すように、資源枯渇の
評価のためのＬＣＩデータ２２０が記録される。本実施の形態では、ＬＣＩデータ２２０
として、公的な第三者機関によって公表されている原単位データ（例えば、「ＬＣＡ日本
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フォーラムのＬＣＡデータベース」や「（社）産業環境管理協会のＪＥＭＡＩ－ＬＣＡ」
等）を用いる。したがって、本実施の形態では、外部から取得した原単位データをイベン
トリ分析用ＤＢ２２に蓄積する。このＬＣＩデータ２２０は、目的の材料（例えば、鉄や
銅）を取得するために必要な資源（例えば、鉄鉱石や銅鉱石）の量に関するデータを含ん
で構成される。
【００２５】
　図示するように、イベントリの種類毎にＬＣＩデータ２２０が記録される。各ＬＣＩデ
ータ２２０では、原材料・素材分類や原単位に関するデータを含んで構成される。
　原材料・素材分類は、各イベントリのために必要な原料や補助材料（ユーティリティ）
の種類を特定するための識別情報である。
【００２６】
　原単位は、単位量の製品を製造するために必要なユーティリティの量である。具体的に
は、自然界に出入りする資源（鉄鉱石、原油等）や環境物質（ＣＯ2 、ＳＯx 等）まで遡
って積算した消費量や排出量を意味する。この原単位によって、各製品について、それぞ
れの規格に準じた環境負荷情報が規定される。
【００２７】
　なお、イベントリ分析用ＤＢ２２に格納されるＬＣＩデータ２２０は、公的な第三者機
関等から取得できる他、例えば、事業体が用意したり、部品や素材を製造する事業者（部
品メーカなど）から取得したりすることも可能である。
【００２８】
　付加情報ＤＢ２３は第２データ記憶手段として機能し、評価対象毎に品位とリサイクル
割合に関する付加情報を記録する。具体的には、付加情報ＤＢ２３には、イベントリ分析
用ＤＢ２２に格納されるＬＣＩデータ２２０を補正するために用いる付加情報データ２３
０が記録される。この付加情報データ２３０も、公開されたデータを収集することにより
記録される。
【００２９】
　具体的には、付加情報ＤＢ２３には、イベントリに対応して、鉱石の品位やリサイクル
材の割合（リサイクル割合）等に関するデータが記録される。この割合は、各イベントリ
を取得するために、リサイクル材を考慮するために用いられる。例えば、図５に示すよう
に「電気銅」を得る場合には、「銅精鋼」だけではなく、リサイクル材としての「銅スク
ラップ」分も含まれる。従って、この「銅スクラップ」を用いることにより、この分の「
銅精鋼」が少なくてもよいことになる。そして、後述するインパクト評価で用いる原材料
・素材分類（ここでは、「銅」）は、この「銅精鋼」に含まれるものを用いる。
【００３０】
　更に、素材（ここでは「銅精鋼」）には、本来、評価目的とする材料（ここでは「銅」
）以外の物質も含まれる。そこで、付加情報データに含まれる品位に関するデータは、評
価目的とする素材の量を計算する場合に含有量を考慮するために用いられる。
【００３１】
　補正イベントリ分析用ＤＢ２４は第３データ記憶手段として機能し、インパクト評価を
行なうために補正された補正原単位データを記録する。具体的には、図３に示すように、
インパクト評価の分類に対応させるために作成した補正ＬＣＩデータ２４０が記録される
。この補正ＬＣＩデータ２４０は、付加情報ＤＢ２３に記録された付加情報データ２３０
を用いてＬＣＩデータ２２０を変換した場合に記録される。
【００３２】
　図示するように、イベントリの種類毎に補正ＬＣＩデータ２４０が記録される。各補正
ＬＣＩデータ２４０では、原材料・素材分類や原単位に関するデータを含んで構成される
。
【００３３】
　原材料・素材分類は、各イベントリのために必要な原料や補助材料（ユーティリティ）
の種類である。イベントリ分析用ＤＢ２２に記録されたＬＣＩデータ２２０の原材料・素
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材分類とは異なり、インパクト評価の分類に対応させた識別情報を用いる。
【００３４】
　原単位は、単位量の製品を製造するために必要なユーティリティの量である。この補正
ＬＣＩデータ２４０では、上述のように付加情報（品位やリサイクル材の割合）を考慮し
て算出された量が記録される。
【００３５】
　インパクト評価用ＤＢ２６は被害額データ記憶手段として機能し、インパクト評価を行
なうための評価指数データを記録する。具体的には、図４に示すように、環境負荷量の金
額換算した被害算定データ２６０が記録される。この被害算定データ２６０は、地金の市
場価格等、単一指標化するための社会コストとして被害算定型係数（金銭表示）を含んで
構成される。本実施の形態では、被害算定データ２６０として、公的な第三者機関によっ
て公表されているデータ（例えば、スウェーデン環境研究所が開発したライフサイクルイ
ンパクトアセスメント手法におけるＥＰＳ（Environment Priority Strategies for Prod
uct Design） Ver.2000 ）を用いる。
【００３６】
　上記のように構成された環境負荷評価装置２０を用いて、ＬＣＡを実行する処理手順を
、図６に従って説明する。
　まず、環境負荷評価装置２０の制御部２１におけるＬＣＩ原単位評価手段２１１は、イ
ベントリ分析用ＤＢ２２から、ＬＣＡに必要なＬＣＩデータ２２０を抽出する。
【００３７】
　そして、補正処理手段２１２は、ＬＣＩ原単位評価手段２１１によって抽出されたＬＣ
Ｉデータ２２０に対して補正を行なう。この場合、付加情報ＤＢ２３に記録された付加情
報データ２３０を用いる。ここでは、図５に示すように、「電気銅（１ｋｇ）」について
の具体例を用いて説明する。この「電気銅」の場合には、「銅精鋼」及び「スクラップ銅
」を用いる。具体的には、銅に関する付加情報データ２３０を参照することにより、「電
気銅（１ｋｇ）」に対して「スクラップ銅（０．０９９ｋｇ）」を特定する。
【００３８】
　そして、残りの「電気銅」は、銅精鋼から生産することになる。補正処理手段２１２は
、この場合に必要な「銅精鋼（２．８３ｋｇ）」を、イベントリ分析用ＤＢ２２に記録さ
れた従来のＬＣＩ原単位を用いることにより算出する。
【００３９】
　次に、この「銅精鋼（２．８３ｋｇ）」の品位を特定する。この場合も、補正処理手段
２１２は、付加情報ＤＢ２３を用いて、銅に関する付加情報データ２３０を参照すること
により「品位：３３％」という値を取得する。そして、補正処理手段２１２は、「銅精鋼
（２．８３ｋｇ）」に対して品位（３３％）を乗算することにより、補正された「ＬＣＩ
原単位（０．９３３９Ｋｇ）」を取得する。
【００４０】
　そして、補正ＬＣＩ原単位記録手段２１３は、補正処理手段２１２が算出した補正ＬＣ
Ｉ原単位データを補正イベントリ分析用ＤＢ２４に記録する。
　次に、評価対象データ取得手段２１４は、ＬＣＡを行なう評価対象データを取得する。
具体的には、ユーザによって入力部３１から入力されたインベントリに関するデータを取
得する。そして、評価対象データ取得手段２１４は、この評価対象について、補正イベン
トリ分析用ＤＢ２４から補正ＬＣＩデータ２４０を取得することにより、イベントリ分析
結果を算出する。
【００４１】
　そして、評価出力手段２１５は、インパクト評価の結果を出力する。具体的には、評価
対象データ取得手段２１４が算出したイベントリ分析結果に含まれる各補正ＬＣＩ原単位
に対して、インパクト評価用ＤＢ２６から単一指標を抽出する。そして、各補正ＬＣＩ原
単位に被害額を乗算することによりインパクト評価結果を算出する。そして、評価対象の
製品についての評価結果を出力部３２に出力する。
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【００４２】
　本実施形態によれば、以下のような効果を得ることができる。
　・　本実施形態においては、付加情報ＤＢ２３には、イベントリ分析用ＤＢ２２に格納
されるＬＣＩデータ２２０を補正するために用いる付加情報データ２３０が記録される。
具体的には、付加情報ＤＢ２３には、イベントリに対応して、鉱石の品位や、リサイクル
材の割合等に関するデータが記録される。これにより、素材の含有量やリサイクルを考慮
した補正ＬＣＩデータ２４０を生成することができる。従って、ＬＣＩＡ手法を意識した
項目で、ＬＣＩ原単位を整理した補正ＬＣＩデータ２４０を取得することができる。
【００４３】
　この補正ＬＣＩデータ２４０は、補正イベントリ分析用ＤＢ２４に記録される。この補
正ＬＣＩデータ２４０においては、インパクト評価の分類に対応させた識別情報を用いる
。これにより、ＬＣＩＡ手法を用いて、効率的かつ確実にインパクト評価を行なうことが
できる。特定の電子機器について、従来のＬＣＩ原単位を用いた場合と補正したＬＣＩ原
単位とを用いた場合の比較例を図７に示す。このように両者では大きな違いを生じる。
【００４４】
　なお、上記各実施形態は以下のように変更してもよい。
　○　上記実施形態では、評価対象データ取得手段２１４は、ＬＣＡを行なう評価対象を
取得する。この場合、設計担当者がＣＡＤ上で部品を選定して製品の設計作業を行なうと
きにＬＣＡの実施に用いるようにしてもよい。この場合には、部品毎に用いられているイ
ンベントリデータを記録した部品データＤＢを設ける。これにより、設計段階で選択した
部品のインベントリから環境負荷を示す情報を取得することができる。すなわち、製品の
調達段階での環境負荷情報を自動的に取得することができる。従って、これまで正確かつ
十分な環境負荷情報の取得が困難であった調達段階の環境負荷情報を、より確実かつ容易
に取得することができる。この結果、より正確なＬＣＡの実施に資することができる。
【００４５】
　ここでは、設計担当者は、従来通りＣＡＤによって設計作業をするだけでよいので、Ｌ
ＣＩに関する知識を習得したり、或いはＬＣＩのスキルを有する人員を用意したりするこ
となく、より正確なＬＣＡを実現することができる。すなわち、ＬＣＡの実施に要する工
程や人員を増加させることなく、より正確なＬＣＡを効率的に実施することができる。
【００４６】
　○　上記実施形態では、環境負荷評価装置２０に、イベントリ分析用ＤＢ２２、付加情
報ＤＢ２３及びインパクト評価用ＤＢ２６を設けた。各ＤＢの所在は環境負荷評価装置２
０内に限定されるものではない。例えば、インターネットやＬＡＮ等を介して、外部から
データを取得するように構成してもよい。
【００４７】
　○　上記実施形態では、環境負荷評価装置２０は、制御部２１、入力部３１や出力部３
２を備える。これに代えて、環境負荷評価装置２０をサーバとして用いて、ネットワーク
を介して接続されたクライアント端末において入力されたデータに基づいて、環境負荷を
計算してもよい。これにより、各種データベースに格納された情報を利用者で共有するこ
とができる。
【００４８】
　○　上記実施形態では、イベントリ分析用ＤＢ２２に記録されたＬＣＩデータ２２０や
、付加情報ＤＢ２３に記録された付加情報データ２３０、インパクト評価用ＤＢ２６に記
録された被害算定データ２６０として、公的な第三者機関によって公表されている原単位
データを用いた。このような環境負荷評価において用いられる種々のデータについて、環
境負荷評価装置２０が管理・維持機能を有していてもよい。具体的には制御部２１が、ネ
ットワーク上で公開されたＬＣＩデータや付加情報データ、被害算定データを定期的に検
索し、イベントリ分析用ＤＢ２２や付加情報ＤＢ２３、インパクト評価用ＤＢ２６に取り
込む。これにより、データベースに蓄積される情報が必要に応じて更新され、常に最新の
状態を維持することができる。例えば、リサイクル材の割合は、リサイクル状況やリサイ
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クル技術によって変化する。また、インパクト評価にける被害額等も状況に応じて変化す
る場合がある。このように維持・管理される最新のデータベースと履歴情報とに基づいて
、過去から最新に至るまでの環境負荷情報を効率的に維持・管理することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の実施形態のシステム概略図。
【図２】イベントリ分析用ＤＢに記録されたデータの説明図。
【図３】補正イベントリ分析用ＤＢに記録されたデータの説明図。
【図４】インパクト評価用ＤＢに記録されたデータの説明図。
【図５】本実施形態の補正ＬＣＩデータの算出方法の概念図。
【図６】本実施形態の処理を実行する各機能部の説明図。
【図７】従来の環境負荷の算出方法と本実施形態との比較の説明図。
【図８】ＬＣＡの枠組みの説明図。
【符号の説明】
【００５０】
　２０…環境負荷評価装置、２１…制御部、２２…イベントリ分析用ＤＢ、２３…付加情
報ＤＢ、２４…補正イベントリ分析用ＤＢ、２６…インパクト評価用ＤＢ。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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